
平成２６年度　政府予算案（大阪府福祉部関係）の決定内容

平成26年2月21日
大阪府
※ １月３１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	主要編

１．持続可能な社会保障制度の構築
　・子ども・子育て支援新制度


	◆予算項目以外の状況
○新たな子育て支援制度の構築

　・H24.8 子ども・子育て関連３法公布

　・H25.4 子ども・子育て会議の設置

　・H25.8 子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）の策定

　・H27.4 本格施行（予定）


	

	　・障がい者総合支援制度


	◆予算項目以外の状況
　・H24.6.27 障害者総合支援法公布

　・H25.4. 1　障害者総合支援法施行

　・H26.4. 1　障害者総合支援法未施行部分施行（障がい支援区分等）


	

	　・介護保険制度


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○持続可能な介護保険制度の運営　　　　　 〔全〕2兆7,018億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕2兆5,540億円）

	　　　〔全〕２兆6,899億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・H25.12「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」成立


	

	　・後期高齢者医療制度及び
国民健康保険制度
	◆予算項目以外の状況
　・H25.12「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」成立
（プログラム法）
　　【プログラム法の主な内容】
＊H27年国民健康保険法等提出、～29年度順次実施

　　　　　国保の都道府県化は、29年度までに実施

　　　　　７０～７４歳の一部負担金の見直しと高額療養費の見直し

国保保険料の賦課限度額の見直し　など


	

	　・生活保護制度


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○国民の信頼に応える生活保護制度の構築　※〔全〕2兆9,326億円

　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：※〔全〕2兆9,706億円）

※生活保護費

	　　※〔全〕2兆9,124億円

　　　　　　　※生活保護費


	

	
	◆予算項目以外の状況
　・H25. 1.18 「社会保障審議会生活保護基準部会」において検証結果（報告書）取りまとめ

　・H25. 1.25 「社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」において生活
困窮者対策及び生活保護制度の見直しについて、議論結果（報告書）取りまとめ

　・H25. 8. 1　生活扶助等基準の見直し

　・H25.12.6　生活保護法改正

　・今後、改正後の生活保護法について政省令等具体的な制度運用について検討


	

	２．地方単独事業の国における
制度化
　・福祉医療費助成事業の制度化

及び国民健康保険の国庫負担金減額措置の廃止


	◆予算項目以外の状況
　・制度化、減額措置廃止ともに対応されていない

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容
	備　考

	３．児童虐待対策の強化
　・地域の実情に応じた職員配置

基準の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○虐待を受けた子ども等への支援　　　　　　　　　〔全〕988億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕968億円）

○児童相談所における体制の強化　　　　　※〔全〕39.5億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：※〔全〕36.5億円の内数）

　　　　　　　　　　　　　　　※児童虐待・DV対策等総合支援事業


	　　　　　〔全〕1,032億円

　 ※〔全〕37.4億円の内数

※児童虐待・DV対策等総合支援事業


	

	　・児童養護施設及び障がい児施設等の職員配置・設備基準の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○社会的養護の充実　　　　　　　　　　　※〔全〕988億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：※〔全〕968億円の内数）

　　　　　　　　　　　　　※上記「虐待を受けた子ども等への支援」


	　※〔全〕1,032億円の内数

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」≪一部重複≫


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容
	備　考

	詳細編

Ⅰ　次世代育成に関する要望
１．子育て支援施策の充実

（１）安心こども基金について

　①保育所整備補助の充実

　②ひとり親家庭等への就業支援の
拡充

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○安心こども基金の積み増し・延長　　　　　 〔全〕 　－　億円
　　　 H24経済危機対応・地域活性化予備費：〔全〕1,118億円

　　　 H24補正　　　　　　　　　　　　　 〔全〕　557億円
　　　 事業実施期限のH25年度末までの延長等
	〔全〕1,301億円

・事業実施期限のH26年度末までの延長等

H25補正：〔全〕　169億円

	

	（２）制度改革及び規制緩和について

　①「子ども・子育て支援新制度」について

　②保育分野における義務付け・枠付けの改善


	◆予算項目以外の状況

○新たな子育て支援制度の構築【再掲】

　・H24.8 子ども・子育て関連３法公布

　・H25.4 子ども・子育て会議の設置

　・H25.8 子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）の策定

　・H27.4 本格施行（予定）


	

	　③放課後子どもプランの充実


	◆概算要求の状況

厚生労働省
○放課後児童対策の充実　　　　　　　　　　　　〔全〕326億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ25：〔全〕316億円）

内閣府
○放課後児童クラブの充実（保育緊急確保事業）


	　　　　　　〔全〕332億円

〔全〕 51億円
	

	２．児童家庭福祉施策の充実

（１）児童虐待対策の充実について

　①児童相談所における人員体制の強化等

　②市町村における相談体制等の

充実


	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】
○虐待を受けた子ども等への支援　　　　　　　　〔全〕988億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕968億円）

○児童相談所における体制の強化　　　　※〔全〕39.5億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　 （H25：※〔全〕36.5億円の内数）

　　　　　　　　　　　　　　※児童虐待・DV対策等総合支援事業


	　　　　　〔全〕1,032億円

　 ※〔全〕37.4億円の内数

※児童虐待・DV対策等総合支援事業


	

	（２）児童福祉施設の運営体制・機能
の強化について


	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】
○社会的養護の充実　　　　　　　　　　※〔全〕988億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　 （H25：※〔全〕968億円の内数）

　　　　　　　　　　　　※上記「虐待を受けた子ども等への支援」


	　※〔全〕1,032億円の内数

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」≪一部重複≫
	

	（３）児童養護施設等の小規模化・

家庭的養護の推進について
	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】
○社会的養護の充実　　　　　　　　　　※〔全〕988億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕968億円の内数）

　　　　　　　　　　　　※上記「虐待を受けた子ども等への支援」


	※〔全〕1,032億円の内数

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」≪一部重複≫

	

	（４）措置に基づく都道府県と民間
施設の関係等について
	◆予算項目以外の状況
　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない


	

	（５）母子家庭等自立支援対策の
推進について

　①児童扶養手当制度等の運用

　②母子家庭等就業支援施策の
さらなる推進


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○児童扶養手当  　　　　　　　　　　　　　　〔全〕1,761億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ25：〔全〕1,772億円）

○ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進　　〔全〕 100億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ25：〔全〕 98.1億円）


	　　　　　〔全〕1,736億円

　　　　　 〔全〕91.9億円

※安心こども基金において行ってきた「職業紹介等を行う企業等を活用したひとり親家庭に対する就業支援事業」など３事業が移行
	

	
	◆予算項目以外の状況

　・母子自立支援員に加え、新たに就業支援専門員を配置


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅱ　障がい者福祉に関する要望
１．障がい者施策の円滑な推進

（１）障がい者福祉制度の充実に
ついて

　①新たな障がい者福祉制度の創設

　②障がい者自立支援対策臨時特例基金事業の制度化


	◆予算項目以外の状況【一部再掲】
　・H24.6.27　障害者総合支援法公布

・H25.4.1 障害者総合支援法施行

　・H26.4.1 障害者総合支援法未施行部分施行（障がい支援区分等）

　　※常時介護を要する者に対する支援、移動の支援、就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方等について、法の施行後3年を目途に検討

　・障害者自立支援対策臨時特例基金についてはH24年度末で終了

◆【参考】Ｈ２５補正予算の状況　厚生労働省
○自立支援給付支払システムの改修等　〔全〕30億円


	

	（２）支給決定手続きや基準の
透明化、明確化について
	◆予算項目以外の状況【再掲】
　・H24.6.27 障害者総合支援法公布

　・H25.4. 1　障害者総合支援法施行

　・H26.4. 1　障害者総合支援法未施行部分施行（障がい支援区分等）


	

	（３）地域生活支援事業について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域生活支援事業の充実　　　　　　　　　　　　〔全〕514億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕460億円）


	　　　　　　〔全〕462億円
	

	（４）地域移行・地域生活の
さらなる推進について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○良質な障がい福祉サービスの確保　　　　　　　〔全〕9,107億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕8,229億円）

○地域生活支援事業の充実【再掲】　　　　　　　　〔全〕514億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕460億円）

○高齢・長期入院の精神障がい者などの地域移行・地域定着支援の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕1.8億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕1.3億円）

○障がい児・者への福祉サービス提供体制の基盤整備　〔全〕71億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕52億円）


	　　　　　〔全〕９.072億円

　　　　　　〔全〕462億円

　　〔全〕1.2億円及び
　　　　 ※462億円の内数
　　　　※地域生活支援事業
　　　　　　 〔全〕30億円


	

	（５）障がい児支援施策について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい児の発達を支援するための療育などの確保　〔全〕911億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕671億円）


	　　　　　　〔全〕897億円


	

	（６）発達障がい児者支援策の
充実について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○発達障がい児・発達障がい者の地域支援機能の強化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕※514億円の内数

（H25：〔全〕※460億円の内数）

○発達障がい児・発達障がい者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕2.3億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕2.1億円）

○発達障がいの早期支援 　　　　　　　　〔全〕※514億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕※460億円の内数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※地域生活支援事業
	〔全〕※462億円の内数
〔全〕2億円

〔全〕※462億円の内数
※地域生活支援事業


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容
	備　考

	（７）障害者差別解消法の円滑な

施行並びに障がい者虐待防止

対策への支援について 


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい児・障がい者虐待防止などに関する総合的な施策の推進 

〔全〕4.1億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕4.1億円）

	〔全〕※462億円の内数

※地域生活支援事業
	


	
	◆予算項目以外の状況
　・H24.9.14 「障害を理由とする差別の禁止に関する法制」に関する差別禁止部会の意見（障害
者政策委員会 差別禁止部会）公表

　・H25.6.26 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」公布

	

	（８）障がい者支援施設の運営

体制・機能の強化について

	◆予算項目以外の状況
　・現時点において、障がい者支援施設の運営体制・機能の強化に対するさらなる支援策は示されて
いない

	

	２．障がい者の就労支援の強化

（１）障がい福祉計画の目標達成に
向けた就労支援の抜本的強化に
ついて

　①就労移行支援事業の抜本的強化

　②障害者就業・生活支援センターの体制の充実等

　③就労継続支援A型事業の強化等


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害者就業・生活支援センター事業の推進　　　　 〔全〕8.1億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕8.1億円）
○一般就労移行支援の充実　　　　　　　　〔全〕※514億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※地域生活支援事業
　※現時点において、A型事業の強化や社会的雇用など多様な働き方について、試行事業の実施等は具体的に示されていない


	　 〔全〕7.9億円及び
　　　　※462億円の内数

〔全〕※462億円の内数

※地域生活支援事業
	

	
	◆予算項目以外の状況
　・H24.6.27　障害者総合支援法公布

　　※常時介護を要する者に対する支援、移動の支援、就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方等について、法の施行後3年を目途に検討


	

	（２）福祉的就労の充実・強化に
ついて


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○工賃向上のための取り組みの推進　　　　　　　　 〔全〕5.7億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕4.3億円）


	　　　　　 〔全〕3.1億円
	

	（３）在宅就労に対するさらなる
支援について
	◆予算項目以外の状況
　・現時点において、在宅就業障がい者や在宅就業支援団体に対するさらなる支援策は示されていない

	

	Ⅲ　介護保険制度、高齢者福祉に
関する要望

１．介護保険制度の見直し

　①持続可能な介護保険制度の確立

　②保険料の抑制について

　③介護保険制度における低所得者対策の充実

　④財政調整制度の改善

　⑤要介護認定等の事務のあり方

　⑥サービス付き高齢者向け住宅等における住所地特例の見直しについて

　⑦自立支援に資するケアマネジメントサービスの提供について

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○持続可能な介護保険制度の運営【再掲】　 〔全〕2兆7,018億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕2兆5,540億円）

○適切な介護サービス提供に向けた取組の支援　　　 〔全〕76億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（H25：〔全〕85億円）

　※社会福祉法人による低所得者への利用者負担軽減措置等の取組を支援

	　　〔全〕２兆6,899億円

　　　　　　〔全〕73億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・H25.12.20 「社会保障審議会介護保険部会」の介護保険制度の見直しに関する意見

　　※予防給付（訪問介護・通所介護）の地域支援事業への移行、一定以上の所得を有する者の2割
の利用者負担など、サービス提供体制の見直しや費用負担の見直しについて意見（①関係）
　　※有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅の住所地特例の適用（⑥関係）

　　※介護支援専門員の研修制度の見直しなど資質向上（⑦関係）


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．高齢者保健福祉施策の充実

（１）地域包括ケアシステムの構築について

　①医療との連携強化

　②介護予防・健康づくりの推進

　③生活支援・権利擁護の推進

　④地域包括支援センターの機能

強化

（２）在宅高齢者福祉の推進に
ついて


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○認知症施策の推進　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕25億円

　認知症施策推進５カ年計画　　　　　　　 （H25：〔全〕23億円）

　（オレンジプラン）（H25からH29）の推進
○生涯現役社会の実現に向けた環境整備　　　　　　 〔全〕42億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕32億円）


	　　　　　　 〔全〕32億円
　　　　　　 〔全〕31億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

　・H25.10.11 厚労省が「医療・介護サービス提供体制改革推進本部」を設置

　　※医療・介護連携推進プロジェクトチーム、地域包括ケアシステム推進プロジェクトチーム


	

	３．介護・福祉施設等の整備推進

　①地域密着型サービス拠点の整備

　②地域密着型サービスの普及

　③療養病床の再編成

　④指定通所介護事業所等において実施されている宿泊サービスへの対応


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域での介護基盤の整備　　　　　　　　　　　　 〔全〕57億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕51億円）



	　　　　　　　〔全〕34億円


	

	
	◆予算項目以外の状況
　・H25.12.20 「社会保障審議会介護保険部会」の介護保険制度の見直しに関する意見
　　※小規模多機能型居宅介護事業所の普及に向けた役割の見直し（②関係）
※法定外宿泊サービスの利用者保護の観点からの届出、事故報告の仕組みの適用（④関係）


	

	Ⅳ　医療保険制度に関する要望
１．医療保険制度の抜本的改革と
持続的かつ安定的な運営確保

（１）国民健康保険制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○市町村の国民健康保険助成に必要な経費　 〔全〕3兆3,871億円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕3兆3,923億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費　　　〔全〕3,201億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕3,260億円）


	　　 〔全〕3兆3,497億円

　　　　　〔全〕3,060億円


	

	（２）後期高齢者医療制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○後期高齢者医療制度関係経費　　　　　　 〔全〕4兆6,797億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕4兆4,842億円）


	　　 〔全〕4兆7,440億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
　・H25.8月、社会保障制度改革国民会議報告書において「後期高齢者医療制度については、創設から既に５年が経過し、現在では十分定着していると考えられる。今後は現行制度を基本としながら、実施状況を踏まえ、必要な改善を行っていくことが適当」とされた

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．福祉医療費公費負担制度の創設と国庫負担金減額措置の廃止

	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】

○市町村の国民健康保険助成に必要な経費　 〔全〕3兆3,871億円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：〔全〕3兆3,923億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費　　　〔全〕3,201億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕3,260億円）

※上記金額に要望に係る予算は含まれていない


	　　 〔全〕3兆3,497億円

　　　　　〔全〕3,060億円

※上記金額に要望に係る予算は含まれていない
	

	
	◆予算項目以外の状況

○福祉医療費助成制度の国制度化

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない

○国民健康保険国庫負担金減額措置の廃止

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない


	

	Ⅴ　セーフティネット、福祉基盤の整備に関する要望

１．生活保護制度の再構築と生活困窮者の自立支援

　①生活保護制度の全額国庫負担

　②生活保護制度の見直し

　③医療扶助の見直し

　④生活困窮者の自立支援


	◆概算要求の状況　厚生労働省【再掲】

○国民の信頼に応える生活保護制度の構築　※〔全〕2兆9,326億円

　　　　　　　　　　　　　　　 （H25：※〔全〕2兆9,706億円）

※生活保護費


	　　※〔全〕2兆9,124億円

　　　　　　　※生活保護費


	

	
	◆予算項目以外の状況

　・①、③及び②の一部ついては、国において引き続き検討

　・②の一部（稼働年齢層には就労による自立を主とした支援）については、生活保護法の改正
（H25.12.6）により就労自立給付金が創設
　・④については、生活困窮者自立支援法成立（H25.12.6）

	

	２．福祉・介護人材の確保、定着
方策の抜本的強化

　①福祉・介護職員の処遇改善

　②福祉・介護の人材確保
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○福祉人材確保推進事業　　　　　　　　　※〔全〕312億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　（H2５：※〔全〕250億円の内数）

　　　　　　　　　　　 ※セーフティネット支援対策等事業費補助金



	　　※〔全〕150億円の内数

※セーフティネット支援対策事業費補助金


	

	３．福祉サービスに係る地域区分の
見直し


	◆予算項目以外の状況
＜介護保険分野＞

　・H24.４月 国家公務員の地域手当に準じ、地域割りの区分が現在の５区分から７区分へ見直し

　　（H24年度から26年度までは、府内市町村の意見を反映した激変緩和の経過措置を適用）

＜障がい福祉分野＞

　・H24年度から３年間かけて、国家公務員の地域手当に準じ、地域割りの区分が現在の５区分から
７区分に見直され、最終的に介護保険分野と同一となる予定

＜児童養護等措置分野＞

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	４．ホームレスの自立支援


	◆概算要求の状況　厚生労働省


	
	

	５．在日外国人無年金者の救済


	◆予算項目以外の状況

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
○介護基盤緊急整備等臨時特例基金（小規模特養等の基盤整備等に対する支援）の事業実施期限をH26年度末まで１年延長


○介護職員処遇改善等臨時特例基金（特養等の開設準備経費や定期借地権の一時金助成に対する支援）の事業実施期限をH26年度末まで１年延長





○� HYPERLINK "http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/13hosei/dl/13hosei.pdf" ��緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）の積み増し（Ｈ25補正：〔全〕520億円の内数）�


　→事業実施期限をH26年度末まで延長





○� HYPERLINK "http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/13hosei/dl/13hosei.pdf" ��緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）の積み増し（Ｈ25補正：〔全〕520億円の内数）�


　→事業実施期限をH26年度末まで延長





○緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）の積み増し（Ｈ25補正：〔全〕520億円の内数）


　　→事業実施期限をH26年度末まで延長（ホームレス等貧困・困窮者の「絆」再生事業として実施）


※既交付分８．８億円を含む
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